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【 行財政改革の取組による効果額と財政状況 】 

 

（１）行財政改革実施計画の目標額と効果額 

 平成１７年度に山辺町行財政改革大綱及び同実施計画を策定し、平成１８年度から平成

２２年度までの５ヵ年を推進期間として行財政改革の取り組みに努めてきました。当初５

年間の取組効果目標額を１７億９，４３３万円と設定し取り組みが行われ、平成１８年度か

ら平成２２年度までの取組効果額は１８億８，９１４万円、また先行的な取組推進を行った平

成１７年度分の取組効果額も加えると１９億９，４３４万円となっており、計画で目標とし

ている額を２億０，００１万円上回る取組効果額となっています。 
 

 

 

年 度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 合計額 

平成 22 年度まで 

の取組効果目標額 

0 

万円 

1 億 4,339 

万円 

2 億 7,735 

万円 

3 億 5,894 

万円 

5 億 3,360 

万円 

4 億 8,105 

万円 

17 億 9,433 

万円 

平成 17～22 年度 

までの取組効果額 

1 億 0,520 

万円 

3 億 2,599 

万円 

5 億 4,894 

万円 

5 億 781 

万円 

2 億 3,298 

万円 

2 億 7,342 

万円 

19 億 9,434 

万円 

平成 18～22 年度 

までの取組効果額  

3 億 2,599 

万円 

5 億 4,894 

万円 

5 億 781 

万円 

2 億 3,298 

万円 

2 億 7,342 

万円 

18 億 8,914 

万円 

※取組効果額の算出については、平成１７年度当初予算額（行革による削減を比較する上での基準

額）に対する歳出決算額の比較による効果額を示したものです。 

※平成１７年度の効果額は、推進期間前の改善取組により得られた効果額です。  
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【 行財政改革実施計画の目標額と効果額 】 
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（２）行財政改革推進期間における歳入歳出の決算額の推移 

 これまでは三位一体の改革による交付税の削減や行財政改革の取り組みによる削減等で

年々予算規模が縮小傾向にありしたが、近年では世界的な金融危機に伴い、日本において

もこれまでにない厳しい経済状況に見舞われ、緊急的な対策として地域活性化や生活対策、

雇用創出等に早急に対応せざるを得ない状況となっています。当町においても国の政策に

そって交付金等を活用し、地域・雇用の活性化対策や新たな行政需要へ取り組んでいると

ころであり、予算規模が拡大してきている状況です。 
 

 

 

（３）行財政改革推進期間における職員数の推移 

 職員数については、平成１７年４月の職員数１３６人に対し、平成２２年４月までに定

年退職者の原則不補充により職員数１０人の削減を目標に取り組みが行われ、下記グラフ

が示すように目標を達成することができました。職員の定員管理については、今後、町の

定員管理適正化計画にそって適正管理に努めていきます。 

 

※職員数については、各年度４月１日現在の人数になります。 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 

歳入 5,114  4,550  4,608  4,611  5,296  5,859  

歳出 4,889  4,310  4,365  4,295  4,879  5,640  
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【 歳入歳出の決算額の推移 】 
単位：百万円 
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（４）行財政改革推進期間における町債年度末残高の推移 

 町債は、財政運営上の資金調達手段であると同時に、学校・道路など、長期間にわたり効果

を生ずる施設整備にあたり、将来利用する住民の方々にもその一部を負担していただく方法と

して活用しているものです。 

 町債については、平成１７年度をピークに年々減少してきている状況です。行財政改革

大綱及び実施計画が策定された平成１７年度と比較すると、平成２１年度で１１億２千９

百万円、平成２２年度で１４億２千３百万円の減少となっています。計画的な返済により

将来に対する負担の軽減に努めています。 

 

 

 

項  目 
平成 17 年度末町債残高

〔①〕 

平成 22 年度末町債残高

〔②〕 

平成 18～22 年度までに返済

した町債額〔②－①〕 

農業集落排水 1 億 63 百万円 公共下水道へ統合 公共下水道へ統合 

公共下水道 43 億 90 百万円 43 億 26 百万円 2 億 27 百万円 

町債(一般会計) 74 億 42 百万円 62 億 46 百万円 11 億 96 百万円 

計 119 億 95 百万円 105 億 72 百万円 14 億 23 百万円 

 

※農業集落排水については、平成２０年度に公共下水道へ事業統合が行われたため、平成２２年度

の残高は公共下水道の残高に含まれています。 

 

  

H17 H18 H19 H20 H21 H22 

公共下水道 4,390 4,344 4,333 4,325 4,273 4,326 

農業集落排水 163 155 147 138 128 0 

町債(一般会計) 7,442 7,301 7,076 6,685 6,465 6,246 

合    計 11,995 11,800 11,556 11,148 10,866 10,572 

7,442 7,301 7,076 6,685 6,465 6,246 
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【 町債年度末残高の推移 】 

単位：百万円 
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（５）主な基金の状況 

 財政調整基金は、経済情勢の著しい変動や災害など、予期しない収入源や支出に備える

積立金で、行財政改革による歳出削減が図られ、平成１８年度から平成２２年度にかけて

４億５，７４６万円の増加が図られています。 

 減債基金は、公債費の支出を計画的に行うための積立金で、行財政改革大綱が策定され

た平成１７年度に５千万円の積み立てが行われています。 

 

 

 ・財政調整基金の積立額と基金残高 

 
  

H17 H18 H19 H20 H21 H22 

減債基金 25,640  25,667  25,717  25,763  25,790  25,802  

財政調整基金 30,449  31,976  36,037  45,087  51,140  76,195  

合   計 56,089  57,643  61,754  70,850  76,930  101,997  
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【 財政調整基金と減債基金の残高の推移 】 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 

財政調整基金積立額 0  1,527  4,061  9,050  6,053  25,055  

財政調整基金残高 30,449  31,976  36,037  45,087  51,140  76,195  
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【 財政調整基金の推移 】 
単位：万円 

単位：万円 
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 ・山辺中学校整備基金の積立額と基金残高 

 山辺中学校の改築に向けた取り組みとして、平成１８年度に山辺中学校整備基金を新設

し、行財政改革の取組効果の一部を計画的に整備基金として積立てを行ってきました。平

成１８年度から平成２２年度までの基金残高額は５億３，２０３万円で、今後の山辺中学

校の建設費用に向けられることになります。 

 

 

 ・基金の積立状況から見た行財政改革の取組効果 

 行財政改革の取り組みにより削減で得られた効果額の一部については、健全な財政を図

るために財政調整基金や山辺中学校整備基金などに積立てられています。行財政改革大綱

及び実施計画が策定された平成１７年度と比較した平成１８年度から平成２２年度までの

３つの基金残高額では、９億９，１１１万円の増加が図られたことになります。 

 計画策定当初では、平成１９年度ころには財政調整基金や減債基金はほとんど取崩しし

なければならない状況との見通しでしたが、行財政改革の取り組みにより基金の積み増し、

山辺中学校整備基金の新設などに多くの積立が行われたことは大きな行財政改革の成果と

言えます。 
 

項  目 
平成 17 年度末基金

残高額〔①〕 

平成 22 年度末基金

残高額〔②〕 

平成18～22年度までの基金増加額

（積立・寄附・利子）〔②－①〕 

財政調整基金 3 億 449 万円 7 億 6,195 万円 4 億 5,746 万円 

減債基金 2 億 5,640 万円 2 億 5,802 万円 162 万円 

山辺中学校整備基金 積立基金なし 5 億 3,203 万円 5 億 3,203 万円 

計 5 億 6,089 万円 15 億 5,200 万円 9 億 9,111 万円 
 

※財政調整基金…予期しない収入減や歳出増加に備え、安定的な財政運営を行うための積立金 

※減債基金…公債費の支出を計画的に行うための積立金 

※山辺中学校整備基金…山辺中学校校舎改築のための積立金  

H17 H18 H19 H20 H21 H22 

山辺中学校整備基金積立額 0 3,015 5,017 5,019 10,054 30,098 

山辺中学校整備基金残高 0 3,015 8,032 13,051 23,105 53,203 
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【 山辺中学校整備基金の推移 】 

単位：万円 
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（６）実質公債費比率の状況 

 実質公債費比率は、一般会計に加え特別会計や一部事務組合への公債費に準ずる繰出金

等の数値も踏まえ算出されており、２５％を超えると早期健全化団体、３５％を超えると

財政再生団体になります。現在、財政状況の実態をより反映しているものとして実質公債

費比率を使用し検証されています。 

 村山地方の７町では、下記のような推移となっています。 

 

 

 

H19 H20 H21 H22 

山辺町 16.0  15.3  15.4  14.4  

中山町 21.5  21.3  18.7  15.2  

河北町 16.9  16.9  16.3  14.7  

西川町 20.6  20.2  18.7  17.2  

朝日町 12.7  12.1  11.0  9.3  

大江町 17.9  16.1  14.5  12.0  

大石田町 20.0  19.7  19.3  18.0  

9.0  
10.0  
11.0  
12.0  
13.0  
14.0  
15.0  
16.0  
17.0  
18.0  
19.0  
20.0  
21.0  
22.0  

【 村山７町の実質公債費比率の推移 】 


